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1 はじめに 
今後，日本の都市では図 1に示すように都市のスプ

ロール，インフラの劣化，そして人口の少子高齢化が

市街地維持コストの増大に影響を与え，大量の社会資

本を良好な状態で維持していくことが不可能になる恐

れがある．  

そこで，スプロール，少子高齢化と市街地維持コス

トの関係を把握することで，今後どのように都市域を

コントロールし市街地維持コスト増大を抑制していく

べきかを検討することが必要である．そのためには，

市街地維持コストが空間分布によってどのように変化

するかを解明することが重要となる． 

そこで本研究では，都市空間構造と市街地維持コス

トの関係メカニズムを定式化し，都市域コントロール

に伴う変化の分析を行うことを目的とする．本研究の

全体構成を図2に示す．まず，都市を細分化したメッ

シュ単位で推計可能な市街地維持コスト推計モデルを

構築する(①)．そして，コーホート要因法を用いて将

来の属性別人口分布を予測し(②)，市街地維持コスト
分布とのマッチングをみる．さらに，スプロールした

市街地において，都市域再編成策である撤退・再集結

策 1)を実施することによって削減可能な市街地維持コ

ストを推計する(③)． 

 
2  都市のスプロールと市街地維持コストの 
関係分析手法 

 
2.1  本研究での市街地維持コストの定義 
本研究では市街地維持コストを，住民の

QOL(Quality of Life：生活の質)を維持・向上するた

めのコストと定義する．QOLは加知ら 1)の定義に基

づき，アクセシビリティ，アメニティ，ハザードの
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図 1 市街地維持コスト増大の要因 
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図2 本研究の全体構成 
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とする．QOLを維持・向上するためのコストにはあら

ゆるサービスに関わるコストが含まれると考えられる

が，本研究で基本的に対象とするのは，「排除困難，技

術的外部経済，費用逓減性を有する，または特定の政

策意図によって公的供給されている社会資本 3)」とす

る．各対象社会資本が提供する LPsは表 1のようにま
とめられる． 

2.2  市街地維持コスト推計モデル 
市街地維持コスト推計の基本式は以下の通りであ

る． 
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EL:耐用年数，BU 建設：建設費単価，BU 更新：更新費単価，

BU 補修：補修費単価，BU 管理：管理費単価 

D 建設：建設費負担期間ダミー（建設費負担期間は 1，それ

以降は 0） 

D 更新：更新費負担期間ダミー（更新費負担期間は 1，それ

以前は 0） 

D 補修：補修費発生年ダミー（補修年は１，その他の年は 0） 

建設費負担期間は基準年 t0～除却年， 

更新費負担期間は更新年 t 更新～最終年 t0＋nとする 

各インフラコストは基本的にそのインフラが存在

する地区に帰着するものと考えるが，病院のようなア

クセシビリティに関わる拠点施設については，コスト

をアクセシビリティで各地区に配分する． 
2.3  将来人口予測モデル 
 本研究では，国立社会保障・人口問題研究所が提供

している小地域簡易将来人口推計システムを利用して

将来人口予測を行う．このシステムはコーホート要因

法を用いており，コーホート変化率を一定として将来

の男女・年齢5歳階級別人口分布を予測する． 

2.4 撤退・再集結による削減コスト推計モデル 
 撤退・再集結策をシナリオとして与える際には，

QOL の評価尺度であり人口の世代別構成によって変

化する QALY1)と市街地維持コストの比として算出さ

れる Social Value(SV)2)を基に撤退・再集結候補地区を

決定する． 
撤退・再集結策を実施した場合，撤退地区において

インフラが除却可能となり，将来の市街地維持コスト

を削減できる．ただし，撤退候補地区の一部世帯が撤

退したとしても，残存する他の世帯にとって必要なイ

ンフラは残しておく必要があるため，削減コストは撤

退スケールに比例せず，逓増的であると推測される(図
3)．そこで，撤退スケールを考慮した削減コスト関数
をシミュレーションにより関数として定式化する．こ

の削減コスト関数を用いて，各メッシュの世帯数を減

少させた場合に削減可能なコストを推計する．  

 
3 おわりに 
 本稿では，市街地維持コスト推計モデル，撤退・再

集結による削減コスト推計モデルの枠組みを示した．

今後は，実際の都市を対象に 4次メッシュ(約 500m×
500m)単位(ただし，人口については小学校区単位とし，
メッシュに配分)で分析を行っていく予定である． 
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図3 削減コスト関数イメージ図 
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